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研究成果の概要（和文）：本研究は人口減少と世帯構成変化に起因して想定される我が国の都市圏縮退状況に対し，持
続可能な都市マネジメントの意思決定を支援する都市シミュレーションツールとそれを用いた政策評価手法の開発を目
的とし，人口42万人の富山市を対象として，アンケート調査で得られた世帯データをもとに世帯立地，住宅選択シミュ
レーションシステムを構築した．また，それを用いた住宅政策評価と効率的な政策手段選択方法を提案した．

研究成果の概要（英文）：The objective of this study is to develop urban micro-simulation and the way of po
licy evaluation by means of it as a tool for decision making on sustainable urban management for urban are
as that are going to shrink with decreasing population and change of household structure. The micro-simula
tion system on future household location and housing choice has been developed based on the micro-data of 
households and residences gotten by the questionnaire survey conducted in Toyama which has 420 thousands o
f population. Furthermore, the evaluation on housing policy with the simulation as well as the way of poli
cy measures choice has been proposed.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
先進国，開発途上国問わず，世界の都市で

は急激な都市化が進行し，多種多様な都市問
題が顕在化している．一方，多くの先進諸国
においては少子高齢化が進行し，我が国にお
いては既に人口減少が始まり，都市部におい
ても近い将来，人口減少が不可避と考えられ
ている．その結果，必然的に都市の縮退が想
定されるが，都市拡大を前提とした従来の計
画パラダイムと分析ツールには大きな限界
があると言える．人口減少および年齢・世帯
構成の変化を的確に捉えて，都市の縮退を前
提としながらも持続可能な都市を構築する
ための計画策定と施策展開が要求される． 
このような社会的背景のもと，都市圏の諸

計画において個々の世帯を基本的な分析対
象とするマイクロシミュレーションによる
各種分析の必要性が極めて高まっており，欧
米においてはそれが主流のアプローチとな
っている．しかしながら，わが国においては，
本研究組織が平成 20年から 22年にかけて科
学研究費補助金基盤研究（B）「詳細属性を含
む世帯の空間分布予測のためのマイクロシ
ミュレーションシステム」において実施した
基礎的な検討を除いてほとんど実績が無い
のが実情である． 

 
２．研究の目的 
上記背景を受けて，本研究では我が国にお

ける人口減少と年齢・世帯構成変化に起因し
て想定される都市圏縮退状況のもとで，持続
可能な都市マネジメントのための意志決定
を支援する都市圏世帯マイクロシミュレー
ションシステムの構築とそれを用いた政策
評価手法の開発を目的としている．なお，本
研究で取り扱う世帯の詳細データを世帯マ
イクロデータと呼んでいる． 

具体的には以下の 5 項目を設定している． 
(1)社会状況変化とライフステージを考慮し

た世帯の準動学的選択行動モデルに基づ
くマイクロシミュレーションの構築 

(2)50 万人都市を想定したマイクロシミュレ
ーションシステムの実用化 

(3)膨大な政策手段代替案の組み合わせから
効率的に 適案を求める計算方法の開発 

(4)世帯マイクロデータに基づく都市政策手
段の選択方法の開発 

(5)富山都市圏への適用を通じた経済的施策
や情報による啓発施策等を含む政策評価 

 
３．研究の方法 
(1)富山市アンケート調査の実施 

マイクロシミュレーションシステム構築
に必要なマイクロデータを取得するため，コ
ンパクトシティ政策を実施している人口 42
万人規模の富山県富山市を対象にアンケー
ト調査を実施した．そのうち特に多様な住宅
地を含む平成 17 年合併以前の旧富山市と旧
婦中町の全域を対象とした．調査時期は，
2011 年 11 月～12 月であり，都市計画区域内

の 1,042地区の居住世帯それぞれに対し抽出
率 10%として郵送調査を行った．配布数
14,073 世帯，回収数 5,087 世帯，回収率は
36.2%であった．調査項目は世帯属性・現在
の住宅・将来の転居計画，転居経験のある世
帯には前回の住宅についても同様の内容を
項目として設けている． 
 
(2) 社会状況変化とライフステージを考慮

した世帯の立地選択モデル 
ここでは世帯の立地選択モデルのうち，転

居発生モデルについて述べる． 
アンケートデータから，持家・借家別に転

居発生時期を遡って推計し，1995，2000，2005
年の３つの時期を含む各５年間の転居発生
モデルをロジットモデルにより構築した．世
帯主年齢，世帯人数，居住年数などの世帯属
性は，アンケート時点データから遡って推計
しており，世帯主の変更や転入・転出は考慮
していない．一方，家族の成長や居住年数な
どライフサイクル変化により転居行動の変
化を表現するモデルとなっている．モデルは，
転居／非転居のバイナリ―ロジットである．
持家世帯の推計結果を表-１に示す． 

1990 年代以降の住宅政策変化の影響は大
きくは見られないが，これら３期における各
説明変数の転居発生に及ぼす影響は異なる
と考えられる．世帯主年齢のパラメータは負
であるが，絶対値は 1995 年において他の年
と比較して大きく， 近になるに従い小さく
なっていく．世帯主の年齢が高ければ転居へ
の抵抗は高まるが，その度合いは次第に薄く
なっている傾向が見られる．また，延床面積
のパラメータ変化からは，延床面積が狭いほ
ど転居発生理由となる上に，その度合いは年
が経つごとに大きくなっていくことを知る
ことができる．また，必ずしも安定していな
いものの，居住年数よりは築年数の方が有意
な結果を得ている．築年数の増加がひとつの
転居機会になっているということが確認で
きたと言うことができよう．世帯内の家族の
加齢や住居の老朽化などをひとつの機会と
して転居が発生するが，その影響度は年を経
るに従って変化していくことがわかった． 
 
表１．転居モデル推計結果(持家世帯) 

 1995 2000 2005 

世帯主年齢
-0.101 
(-10.15)

-0.069 
(- 7.77) 

-0.067 
(- 7.74)

世帯人数
-0.375 
(- 2.93)

-0.267 
(- 2.30) 

-0.126 
(- 1.22)

築年数 
0.044 
( 3.90) 

0.001 
( 0.06) 

0.033 
( 2.62) 

延床面積
（ｍ2） 

-0.006 
(- 4.62)

-0.008 
(- 6.86) 

-0.014 
(-11.39)

居住年数
-0.008 
(- 0.68)

0.016 
( 1.34) 

0.014 
( 1.35) 

定数項 
3.443 
(11.16) 

3.410 
(11.21) 

4.519 
(13.68) 

尤度比 0.65 0.67 0.69 

注）上段がパラメータ，下段がｔ値である． 
  比較のため t値が低いものも示してある． 



(3)富山市を対象としたマイクロシミュレー
ションシステムの構築 

(3-1) 世帯マイクロデータの生成 
本研究が対象とする世帯マイクロシミュ

レーションモデルの場合，各世帯には世帯収
入，世帯人数，各世帯構成員の年齢，自動車
保有，居住地，住宅タイプ等の多くの属性が
定義されるが，シミュレーションを実行する
ためには，全ての世帯に対してこれらの属性
を定義した初期年次データを用意する必要
がある．しかし，住民基本台帳などから個人
や個別世帯に関するデータを入手すること
は一般的に困難であり，プライバシー保護の
観点からも望ましくない． 近の統計法での
制限緩和においても，シミュレーションに必
要な情報が得られることはほとんどない． 
本研究グループでは，世帯マイクロデータ

の作成に関して，エージェントベースの推計
手法を構築し，テスト用に作成したデータで
その有効性を確認している．本研究では実際
の都市へ適用するため，富山市を対象に，既
存情報とアンケート調査をもとに推計を行
う．その適用に際して生じる課題に対して適
切な改良を行っている． 
基本的な推計フローチャートを図 1に示す．

まず世帯構成をエージェントベースで推計
する．ついで，個々の推計世帯に対して，そ
の世帯構成に も近いサンプル世帯の諸属
性をその世帯の属性として付加する．さらに，
世帯の構成員に対しても同様に も近い個
人サンプルの属性を付加する．世帯および個
人の類似度距離に関しては，本研究グループ
が開発した「類似度距離関数」を用いる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.世帯マイクロデータ推計フロー 
 
 (3-2) 住宅選択シミュレーションの構築 

世帯属性と住宅属性間の強い相関関係を
表現し，転居する世帯の立地・住宅選択およ
び住宅の価格形成を予測するため，世帯およ
び住宅属性の経年的変化を考慮したエージ
ェントベースの動的な世帯の住宅選択シミ
ュレーションシステムの構築を行った．図２
にモデルの基本構造を示す．本モデルは，多
様な世帯が多様な住宅を選択する行動をモ

デル化するため，マッチング理論とオークシ
ョンの概念を住宅市場に応用し． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図２．住宅選択モデルの基本構造 

 
シミュレーションを行うための初期デー

タベースを得るため，(3-1)で推定した世帯
マイクロデータと住宅マイクロデータの統
合を行う．住宅マイクロデータは，都市計画
基礎調査およびゼンリンの住宅ポイントデ
ータから作成した．世帯と住宅の統合マイク
ロデータは，小地域の集計クロスデータを参
照値とする統計的マッチングによる距離
小化計算を行った．但し，世帯と住宅のマイ
クロデータの数は，それぞれ約 15～20 万と
膨大であるため，割り当てパターンの総当た
り計算は困難である．そこで，遺伝的アルゴ
リズム（GA）を用いて計算の簡略化を行った． 

世帯の住宅選択シミュレーションシステ
ムの構築には Netlogoというエージェントベ
ースシミュレーションの統合開発ソフトを
用いた．世帯と住宅をエージェントとみなし，
世帯は 12 タイプに分け，タイプごとにパラ
メータの異なる効用関数を持ち，効用 大化
行動を行っていると考える．世帯主年齢，世
帯人数，子供の有無を世帯属性として設定し，
住宅価格，建物面積，築年数，駅までの距離
を住宅属性として設定した．また，エージェ
ントの属性は経年的に変化するものとする．
本研究では，世帯主年齢，築年数を変化させ，
世帯主の高齢化による選好の変化，住宅の老
朽化による世帯の住宅に対する効用の減少
を考慮した．効用関数のパラメータは前述の
アンケート調査で得られたデータをもとに，
選択型コンジョイントを用いて推定した． 
 
(4)膨大な政策手段代替案の組み合わせから

効率的に 適案を求める計算方法の開発 
都市の総合計画においては多種多様な政策

実施手段が存在し，その実施による効果影響
範囲も多様である．今後の人口減少社会にお
ける財政状況の下では，複数政策による政策
パッケージ構築の必要性がますます増大す
ると考えられる．例えば，高齢者の介護福祉
サービスの問題では，可能な限り高齢者の都
心居住を実現することで，介護福祉施設の数
を 小限にし，移送サービス費用も抑えられ
る．しかし，高齢者の移転には，補助金支給
などの策を講じなければならない．したがっ
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て，介護福祉施設の配置および都心ゾーンへ
移転した際に支給される補助金という 2つの
政策手段を決定する必要がある．この問題を
高齢者介護福祉サービス問題と呼ぶ． 
政策パッケージの構築に関しては，これま

でに体系的な検討がほとんどなされておら
ず，複数の政策手段の組合せがアドホックに
決定されていたに過ぎない．本研究では，都
市シミュレーションモデルを用いて，提供す
る公共サービスの 低水準を保ちつつ，財政
支出を 小化する政策手段の組合せおよび
それらの諸元を決定する方法の構築を目指
した．政策手段の多様さに加えて，各政策手
段の設定値も多段階であるため，必然的に候
補となる政策手段パッケージの組合せ数は
膨大となり，全探索による 適解の導出は困
難である．また，財政支出は政策手段に対す
る住民の行動に基づいて算出されるが，住民
の行動の決定にはマイクロシミュレーショ
ンが必要となる．そこで，マイクロシミュレ
ーションを組み込んだハーモニーサーチに
より解を探索する手法を開発した．ハーモニ
ーサーチとは，音楽家の即興過程にヒントを
得た 適解探索アルゴリズムである．高齢者
介護福祉サービス問題に適用する場合の処
理手順を図３に示す． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３. 高齢者介護福祉サービス問題の解探
索手順 

 
(5)世帯マイクロデータに基づく都市政策手

段の選択方法の開発 
縮退状況における都市マネジメントのた

めの政策手段としての各種施策に対し，政策
的に期待するような反応をする世帯もあれ
ば，全く効果がない世帯も存在する．従来は
そのような視点はあまり考慮されていない． 
本研究では，個人のゲノム情報に基づいて

治療方法を選択するオーダーメイド医療と
マーケットセグメンテーションの考え方を
応用して，施策効果の視点から，詳細な世帯
属性である世帯マイクロデータに基づいて
世帯をセグメント分割し，各セグメントに対

して効果的な政策手段を選択する方法論を
構築した．世帯セグメンテーションにはデー
タマイニング手法である決定木を用いた．  
 

４．研究成果  
(1)富山市世帯マイクロデータの設定と検証 
富山市を対象に図４に示す 2段階のゾーン

において世帯マイクロデータの推計を行っ
た．2 段階目のゾーンは国勢調査の中ゾーン
に基づいた 82 ゾーンである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４．世帯マイクロデータ推計ゾーン 
 

アンケート調査から得られたサンプルマ
イクロデータにより，各属性間の相関性に関
するパラメータを設定し，性別年齢階層別人
口，世帯人数別世帯数等をコントロールトー
タルとして 82 ゾーン別に世帯構成員属性に
関する世帯属性の推定を実施した．年齢階層
は 18 分類，世帯主との続柄は 20 分類を設定
した．また，世帯主との続柄の組み合わせに
より定義される世帯タイプは 33分類である． 

付加する個人属性としては，世帯構成員の
就業形態，通勤・通学地，個人で使用できる
車の有無を選定した．また，世帯主のみ通勤
通学時の交通手段を付加するものとした．世
帯属性としては，住宅タイプおよび自動車保
有台数を付加するものとした． 
これらの個人属性，世帯属性は，類似度距

離による参照サンプルデータからの属性推
計手法によって付加した．検証対象となる実
データが存在しないため，推定した結果を，
各ゾーンにおけるサンプル回答比率と対比
することでその有効性を検討した．その結果，
世帯数や人口の規模によらず，各ゾーンにお
いてサンプル率とほぼ同等の比率で推計さ
れていることが確認され，初期マイクロ世帯
データとして有効であると判断している． 
 



(2)世帯立地シミュレーションの計算結果 
シミュレーションモデルは，転居発生，住

宅形態選択，住宅地選択の各モデルで構成さ
れる．アンケートデータをもとに，転居前住
宅所有形態グループ別に一連の 3モデルの有
意なパラメータを得ており，それを用いたシ
ミュレーションモデルを構築した．特に，住
宅地選択モデルでは，住宅所有形態変化別に
自地区，隣接地区，その他地区の 3区分の選
択を行い，その中でも通勤時間の 短となる
ゾーンを選択することで，詳細なゾーン選択
を表現し，世帯構成員のライフステージに応
じて選択行動が変化していくモデルとした． 
図５は，結果の一例である．中心部に近い

公共交通沿線地区を中心に，活発な転居が期
待できる一方，郊外部の転居率が相対的に低
く，さらなる誘導策が望まれる．特に，小・
中学生がいる世帯では，遠い地区に転居する
ことに抵抗がある一方，30歳台以外の年齢階
層や借家から持家の転居においては，遠い地
区への転居は抵抗が少ないことが示された．
しかし，借家から持家，持家から持家，いず
れの転居においても価格負担が選択行動に
影響していた．以上の結果から，経済的負担
に配慮しつつ，これらのターゲット層への誘
導策が有効となることが示唆される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５．シミュレーション結果(30 年転居率) 
 

なお，15 万件を超えるマイクロデータの複
数時点にわたる計算を効率化するため，複数
の CPUで分散処理するシステムを構築してい
る．逐次処理部分が多いという問題の影響を
極力小さくするため，CPU 分担マネージャを
置き，キーファクターとして世帯主および子
供の年齢をとり，効率性を向上させている． 
 
(3)住宅選択シミュレーションの計算結果 

世帯と住宅の統合マイクロデータを生成
するため，中ゾーンから小地域，小地域から
住宅へと 2 段階に分けて割り当てを行った．
第一段階の割り当では，GAの繰返し計算数を
5,000 回，突然変異発生確率を 30%として，
第 2段階では，繰返し計算数を 5,000 回，突
然変異発生確率を 10%として計算を行った．
その結果，ともに 3,000 回付近でほぼ収束す
ることが確認でき，5,000 回計算を終えた時
点でのエリート染色体を小地域および住宅

への世帯割り当てパターンとした． 
生成した世帯と住宅の統合マイクロデー

タを初期データとして，住宅選択シミュレー
ションを行った．このうち，以下では富山市
内の豊田地区，広田地区，奥田地区，奥田北
地区の 11,713 世帯，13,328 戸を対象とした
シミュレーション結果を示す．シミュレーシ
ョン期間は 10 年間とし，1日単位で情報を更
新する．図６に現在および 10 年後の世帯分
布のシミュレーション結果を示す．10 年後に
は全体的に高齢世帯が増加し，若い世帯は郊
外に，高齢世帯は駅の近くに立地する傾向が
進行することが確認できた． 
図７に駅までの時間帯ごとに空家率を比

較した結果を示す．その結果，10 年後には駅
から離れた場所ほど空家率が高くなり，駅か
ら遠い住宅ほど空家率が高くなっているこ
とが確認できた．すなわち，高齢化によって，
駅に近い住宅の需要が増し，駅から遠い住宅
の需要が減ったためと考えられる．さらに，
駅の近くのエリアに対する住宅補助（５０万
円/世帯）を考慮した結果，駅から近くのエ
リアの空き家率がさらに低下し，郊外の空き
家率がより一層上昇することが確認できた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６．現在の世帯分布（左図）と 10 年後の
シミュレーション結果例（右図） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図７．10 年後の空家率予測結果の比較 

 
(4) 適政策手段代替案の探索結果 

高齢者介護福祉サービス問題の解探索手
順を適用した評価実験では，許容範囲内の処
理時間で妥当な結果が得られることが示さ
れた．本方法により提示される 適政策手段
パッケージは意志決定者に対して，一つの評
価基準からの合理的な情報提供に過ぎない
が，このことにより，従来は想定できなかっ
た新たな代替案を提示することが可能とな
り，限定的な財政状況の下，都市経営の手段
として一応の有用性があると考えている．  
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(5)都市政策手段選択方法の適用結果 
前述のアンケート調査から各世帯の過去

の転居履歴が得られている． 寄り駅からの
距離が 2km 以内のゾーンを駅勢圏内，2km
以上のゾーンを駅勢圏外と定義して，「内→
内」「内→外」「外→内」「外→外」「転居せず」
のグループを設定した．ここで，「内→外」
は政策視点から見て「望ましくない住み替
え」，「外→内」が「望ましい住み替え」であ
る．アンケート調査で得られた 5,089 世帯の
データのうち，転居データに重大な欠損値が
ない 1,733 世帯のデータを抽出し，上記 5 グ
ループに分類する決定木を生成した一例を
図８に示す． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８．住み替え履歴の決定木分析 
 
 このような決定木を用いて，例えば都心に
転居した場合の補助金等の政策手段に対し
て望ましい反応が期待できる世帯を抽出す
ることができた．その他，「内→外」転居の
候補世帯をターゲットにして，アンケートか
ら得られた「駅勢圏外への転居後に生じた問
題点」等を広報することをはじめ，従来は考
慮されていない新たな政策手段に関しても
検討を行った． 
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